
（１）共済目的の種類別の概数、引受実績及び計画
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        項    目　

共済金額 総      額 国庫負担金 農家負担金

Ⓐ Ⓑ Ⓒ Ⓓ Ⓔ
=Ⓑ-Ⓓ

Ⓕ
=Ⓐ-Ⓓ

7,800 a 7,249.1 a 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

344,682 kg 308,086 kg 63,077 388 194 194 59 135 329

300,600 319,763.2

11,807,568 12,569,239 2,160,785 6,980 3,490 3,490 2,342 1,148 4,638

- -

- - - - - - - - -

308,400 327,012.3

12,152,250 12,877,325 2,223,862 7,368 3,684 3,684 2,401 1,283 4,967

搾 乳 牛 558 頭 556 頭 56,358 3,576 1,787 1,789 1 1,786 3,575

育 成 乳 牛 22 21 3,608 60 29 31 0 29 60

繁 殖 用 雌 牛 675 664 153,225 1,837 918 919 1 917 1,836

育 成 ・ 肥 育 牛 1,600 1,590 280,000 6,300 3,150 3,150 3 3,147 6,297

種 豚 - - - - - - - - -

肉 豚 - - - - - - - - -

死 亡 廃 用 共 済 計 2,855 2,831 493,191 11,774 5,885 5,889 5 5,880 11,769

乳 用 牛 450 441 18,450 3,189 1,594 1,595 0 1,594 3,189

肉 用 牛 1,380 1,373 35,880 5,021 2,510 2,511 0 2,510 5,021

種 豚 - - - - - - - - -

疾 病 傷 害 共 済 計 1,830 1,814 54,330 8,209 4,103 4,106 0 4,103 8,209

- - 547,521 19,983 9,988 9,995 5 9,983 19,978

う ん し ゅ う み か ん 154,100 a 154,154.6 a 4,114,594 238,963 119,481 119,482 17,186 102,295 221,777

指 定 か ん き つ 10,800 10,823.9 281,638 12,048 6,024 6,024 144 5,880 11,904

も も 5,300 5,364.4 177,853 10,328 5,164 5,164 2,130 3,034 8,198

び わ 1,100 1,542.5 14,317 1,493 746 747 800 △ 54 693

か き 15,800 15,824.0 299,350 16,191 8,095 8,096 781 7,314 15,410

う め 82,300 82,372.5 2,629,679 196,704 98,352 98,352 47,851 50,501 148,853

す も も 1,100 1,112.8 24,412 1,499 749 750 341 408 1,158

キ ウ イ フ ル ー ツ 1,900 1,950.5 81,319 4,286 2,143 2,143 922 1,221 3,364

272,400 273,145.2 7,623,162 481,512 240,754 240,758 70,155 170,599 411,357
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        項    目　

共済金額 総      額 国庫負担金 農家負担金

Ⓐ Ⓑ Ⓒ Ⓓ  Ⓔ=Ⓑ-Ⓓ  Ⓕ=Ⓐ-Ⓓ

－ a － a 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

－ kg － kg － － － － － － －
－ －
－ － － － － － － － －

Ⅰ 類 － 棟 － 棟 － － － － － － －

Ⅱ 類 36 36 334,385 261 118 143 15 103 246

小 計 36 36 334,385 261 118 143 15 103 246

Ⅰ 類 - - - - - - - - -

Ⅱ 類 3,528 3,431 3,234,280 33,715 16,455 17,260 6,558 9,897 27,157

Ⅲ 類 533 509 1,578,146 18,255 8,948 9,307 1,804 7,144 16,451

Ⅳ 類 甲 385 367 1,440,065 13,573 6,694 6,879 855 5,839 12,718

Ⅳ 類 乙 78 76 472,424 786 363 423 42 321 744

Ⅴ 類 390 381 2,367,321 4,448 2,080 2,368 323 1,757 4,125

Ⅵ 類 350 344 105,091 1,467 727 740 249 478 1,218

Ⅶ 類 - - - - - - - - -

小 計 5,264 5,108 9,197,327 72,244 35,267 36,977 9,831 25,436 62,413

5,300 5,144 9,531,712 72,505 35,385 37,120 9,846 25,539 62,659

（イ）任意共済事業の規模

        項    目　
共済金額 共済掛金

Ⓐ Ⓑ Ⓒ
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（ウ）[受託事業]農業経営収入保険事業 （経営体）

45.7 ％ 6.3 ％ 102.8 ％

合　計 8,128 1,421 2,600 2,438 49 2,487 107 6 113 32.0 ％ 8.0 ％ 104.5 ％
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件　数
Ｃ／Ａ Ｅ／Ｂ Ｃ／Ｄ

【2020農林業センサス

・現金主義を除く】

Ａ Ｂ Ｃ＝Ｄ＋Ｅ Ｄ Ｅ

支所名

計　画　率 対前年対象数 推進対象 目　標 継　　続　　分 新　規　目　標

（青色申告数）
個人 法人 計 個人 法人 計（顧客リスト）



   

 

⑶ 引受計画と実施方策 

ア 農作物共済 

１. 引受計画 

水稲については、引き続き農業再生協議会等と連携して経営所得安定対策に係る

作付面積確認依頼書と水稲共済加入申込書との一体化様式による引受けを継続し、

より補償内容が充実した全相殺方式への加入を優先的に推進し、個々の農家ニーズ

にあった引受方式を提案しながら引受面積3,084㌶の達成に努める。 

２. 実施方策 

① 加入推進時期の前倒しにより推進期間を確保するとともに、収入保険や全相殺

方式、半相殺方式の加入条件や補償内容等について比較できるパンフレット等を

作成の上、農業者のニーズにあった加入の提案に努める。 

② 一体化処理の活用により農家の作付状況を把握し、農業保険顧客リストに基づ

き、未加入農家に対する加入推進に取り組む。 

③ 単位当たり共済金額及び補償割合等については、農家の意向を踏まえつつ補償

の充実を図るため最高金額等の選択を推進する。 

④ 国が定めるガイドラインに沿った方法により、組合員の被害実態に応じた危険

段階別共済掛金率を設定し、掛金負担の公平化を図る。 

⑤ 共済掛金等の納入については、期限内納入の周知を徹底し、未納による共済関

係の解除の防止に努める。 

⑥ 全相殺方式の加入推進に当たっては、乾燥調製受託者にデータ提供の協力を依

頼するとともに、委託農業者への戸別推進を行う。また、青色申告及び白色申告

で、組合が必要とする税務関係資料の提供ができる方に対しては全相殺方式への

加入可能の周知と戸別推進を行う。 

 

イ 家畜共済 

１. 引受計画 

穀物価格の上昇等によって飼料価格が上昇し、畜産経営を圧迫していることに加

え、飼育農家の高齢化・担い手不足など畜産農家を取り巻く環境は非常に厳しい状

況であるが、個別訪問により農家のニーズに即した加入推進に取り組み、死亡廃用

共済2,855頭、疾病傷害共済1,830頭の達成に努める。 

２. 実施方策   

 ① 組合員毎に危険段階別共済掛金率を適正に設定するとともに、個々の経営に即

した補償内容の提案を行い、既加入者の完全継続に取り組む。 

② 有資格農業者情報を収集し、農業保険顧客リストに基づき、未加入者に対して、

継続的な推進を家畜保健衛生所等の関係機関と連携して加入推進に努める。 

③ 個体評価の適正化に努めるとともに、加入農家の意向を踏まえつつ死亡廃用共

済と疾病傷害共済のセット加入に努め、補償の充実を図る。 

④ 家畜改良センターへの出生・異動の届出を適正に実施するよう指導するととも

に、牛トレサ情報に基づき期中の飼養頭数を確実に把握し、適正引受に取り組む。 



   

 

ウ 果樹共済 

１. 引受計画 

果樹農業は本県の農業算出額の６割を占める基幹産業であり、果樹栽培農家のセ

ーフティーネットとして収入保険と共に機能を十分発揮できるよう、積極的な推進

に取り組み、引受面積2,724㌶の達成に努める。 

２. 実施方策 

① 標準収穫量について、園地条件・肥培管理・損害評価実績等を検討し、適正な

設定を行う。 

② 園地台帳等の補正を随時行い、適正引受に努める。 

③ 国が定めるガイドラインに沿った方法により、組合員の被害実態に応じた危険

段階別共済掛金率を設定し、掛金負担の公平化を図る。 

④ ＮＯＳＡＩ部長等の基礎組織を通じて、地域に密着した加入推進活動に取り組

むとともに、県・市町村・出荷団体及びＪＡ等関係機関の協力のもと、農業保険

顧客リストに基づき、未加入農家の共済資源や栽培実態の把握に努める。 

⑤ 共済掛金等の納入については、期限内納入の周知を徹底し、分納・延納措置の

活用も選択肢として加え、未納による共済関係の解除の防止に努める。 

⑥ 果樹共済継続加入者を含む青色申告者に対しては総合補償としての収入保険へ

の推進を優先し、加入要件を満たす農家には全相殺方式の推進を行う。全相殺方

式については、組合が必要とする税務関係資料の提供ができる方に対しては、帳

簿（青色申告及び白色申告）による加入が可能であることを周知するとともに、

税務申告用帳簿等の整備が十分でない農家においては帳簿整備の啓発も行う。 

⑦ 農家経営の柱となる樹種を推進重点品目に、また、各樹種の主産地で引受率の

低位な市町村を中心に推進重点地区を設定し、引受率向上のため、地域の実態に

応じたより効果的な加入推進活動に取り組む。 

エ 畑作物共済 

１. 引受計画 

有資格農業者に対して制度の普及に努める。 

２. 実施方策 

関係機関との連携を密にし、県下の栽培規模の把握に努めるとともに農家のニー

ズを踏まえた加入推進に取り組む。 

オ 園芸施設共済 

１. 引受計画 

施設園芸農家の高齢化に加え原油価格高騰等で離農者がある中、有資格農家の把

握と見直しを行いながら、未加入者に対して災害リスクの高まりやリスクに備える

重要性を啓発し、制度の普及を図り経営の安定に寄与するため、関係機関との連携

を密に加入拡大に取り組み、引受棟数5,300棟の達成に努める。 

２. 実施方策 

① 補償額の充実や補償範囲の選択による各種割引等制度を丁寧に説明し、農家の

ニーズに即した提案型推進に取り組む。 



   

 

② 組合員毎に危険段階別共済掛金率を適正に設定し、農家負担の公平性を確保す

る。 

③ 農業保険顧客リストに基づき、未加入農家への戸別訪問による推進に取り組み、

青色申告者には収入保険とのセット加入を推奨する。 

④ 生産組織等を通じ制度の周知に努め集団加入を働きかける。 

⑤ 県が独自に実施する補助事業について、園芸施設共済加入の要件化を要望する

ことにより、加入率の更なる向上を図る。 

カ 任意共済 

Ⅰ. 農機具共済 

１. 引受計画 

制度の普及推進と戸別訪問による加入推進に取り組み、引受台数 150 台の達成

に努める。 

２. 実施方策 

①  大型農機具を所有する稲作農家を中心に、制度の普及推進に取り組む。 

②  補償割合、地震特約等を農家に提案するなどの提案型推進に取り組む。 

 

Ⅱ. 保管中農産物補償共済 

１. 引受計画 

農作物共済及び果樹共済加入者に対し制度の普及に努める。 

２. 実施方策 

  制度の内容を記したパンフレット等を用いて、農作物共済及び果樹共済の加入推

進時に説明を行い普及推進に取り組む。 

キ 収入保険 

１. 引受計画 

農業保険顧客リストを基に効率的な推進活動を実施し、制度内容の周知、普及拡

大に努め、加入経営体数2,600経営体の達成に努める。 

２. 実施方策 

① ＪＡ・県・農業会議等、各関係機関を構成員とする推進協議会が実施する説明

会等で制度内容の周知・普及を図る。 

②  果樹栽培が盛んな地域（紀の川市・海南市・有田市・有田郡・田辺市・みなべ

町）を重点普及地域に設定し、果樹共済からの移行を促進する。野菜・花きが盛

んな和歌山市・御坊市並びに印南町についても重点普及地域に設定し農閑期を

中心に集中的に普及活動を行う。また、新たな加入者の拡大・獲得に向け農業共

済の未実施品目や果樹共済の加入率の低い品目を栽培している農業者に対し、

重点的に加入推進に取り組む。 

③ 顧客リストをさらに分類し、推進の優先順位をつけるとともに、新規就農者へ

の推進を強化する。 

④ オンライン申請サポート（インターネット申請）及び収入保険に対応した税申

告関係書類の記帳等のサポートを行い、事務手続きの効率化に向けた取り組みも



   

 

行う。 

 

⑷ 損害評価の適正化の方策 

ア 農作物共済・畑作物共済 

① 早期の事故発生通知及び損害通知を組合員に周知し、迅速に被害実態の把握に努

め、適正な損害評価を実施する。 

② 評価体制については、管内の被害実態に応じ、弾力的かつ適正に評価地区の設定

等を行う。 

③ 職員を対象に損害評価現地研修会を開催し、評価眼の統一と評価技術の向上を図

る。また、肥培管理の適否はもとより、近年増加傾向にある獣害についても、農家

間に不公平が生じないよう分割評価の適正実施に努める。 

④ 評価高のとりまとめに当たっては、生育・生産・被害状況等につき関係機関の客

観資料に基づく比較検証を行い、損害評価高の適正化に努める。 

イ 家畜共済 

① 高被害農家の事故発生の要因分析を行い、関係機関と協力して事故の低減に努め

る。 

② 死廃事故の現地確認、残存物価額の適正評価に努める。 

③ 病傷事故給付基準を嘱託・指定獣医師に周知徹底し、事故の適正な取り扱いを行

う。 

④ 死亡事故の画像による損害確認を推進し、組合員の利便性を高めるとともに事務

の効率化を図る。 

ウ 果樹共済 

① 損害評価の基礎となる基準収穫量については、園地ごとの実態に応じた設定が行

われるよう専門技術者を講師に迎え現地講習会を開催し、各種条件指数（園地・肥

培・隔年結果）等の適正な設定に努める。 

② 早期の事故発生通知及び損害通知を組合員に周知し、迅速に被害実態の把握に努

め、適正な損害評価を実施する。 

③ 損害評価員等を対象に損害評価現地研修会等を開催し、損害評価任務の重要性に

ついて認識を高めるとともに、適確な見込収穫量の把握並びに分割評価など、評価

眼の統一・損害評価方法等について周知し、損害評価の適正化を図る。 

④ 地域の作柄状況を把握するための客観資料の収集のため、近畿農政局・県及びＪ

Ａ等出荷団体との連携強化に努める。各支所は、同出先機関等において作柄に係る

情報を収集し、各地域における生産量の適確な把握に努める。 

エ 園芸施設共済 

① 組合員の事故発生通知から管内被害状況の把握までを迅速化するため、これに応

じた評価体制の整備を進めるとともに効率的な損害評価を実施する。 

② 職員を対象に損害評価現地研修会を開催し、評価技術の向上を図る。 

③ 大災害が発生した場合を想定し、通常とは違う状況に対応できる評価体制の構築



   

 

に努める。 

オ 農機具共済 

① 早期の事故発生通知及び損害通知を組合員に周知し、損害評価の迅速化と適正化

に努める。 

② 事故確認時には加入内容の確認、共済事故の検証を行うとともに、損害評価要領

に基づき事故の原因・罹災状況・過失度合等について十分把握した上、必要があれ

ば損害評価会委員、査定員の客観的な助言も得つつ適正評価に努める。 

③ 損害額の確定後は、早期の共済金請求書等関連書類の提出を組合員に周知し、迅

速な共済金の支払に努める。 

 

⑸ 執行体制の整備 

ア 事務執行体制の整備方法 

① 理事会 

制度の的確な運営を期するため四半期ごとに理事会を開催するほか、必要に応じ

開催し、適正な事業運営及び業務執行に関する重要事項について審議する。 

② 監事会及び監査 

監事会で決定した監査の方針等に基づき、業務の執行及び財産の健全な運営に資

するため、年２回の定時監査を実施する。また、必要に応じ臨時監査を行う。 

③ 余裕金運用管理委員会 

定款、経理規則に基づき的確な経理処理を行うとともに、四半期ごとに余裕金運

用管理委員会を開催し、安全かつ効率的な余裕金の運用に努める。 

④ コンプライアンス改善委員会 

四半期ごとに改善委員会を開催し、「コンプライアンス・プログラム」に基づく取

組状況の確認及び遂行内容の検証並びに改善に努める。 

イ ＮＯＳＡＩ部長の設置及び職務 

組合員との連絡等に当たるＮＯＳＡＩ部長の占める役割は大きいものとなるため、

各地区の実態に即した人員を配置するとともに、共済事業の引受けに係る事項及び損

害通知の受理、その他組合業務に関する事項について、組合と組合員との連絡の任に

当たる。また、制度の円滑な運営及び基礎組織の維持・活性化、意識の向上に取り組

むため、ＮＯＳＡＩ部長が活動しやすい環境づくりに努める。 

ウ 職制及び職員の配置計画 

①  農業保険を積極的に推進し、統括的な事業運営を行い、地域の実態に応じた効率

的な事業実施体制を構築するため、組合機構の見直しを含め検討を進める。 

②  参事統括のもと、職員を適材適所に配置するとともに職務の責任体制を明確化し、

事業の円滑な運営と事務能率の向上、合理化に努め、定期的な人事異動を行う。 

③ 職場内研修を開催し、職員の倫理・コンプライアンスへの意識を高め、誠実・公正

な業務の遂行に努める。また、課内ミーティング及び定期的な自主点検並びに「内

部監査実施要領」に基づく内部監査を実施し、内部牽制機能の確立に努める。 



   

 

エ 役職員研修等の体制及び計画 

農業共済制度の改正及び収入保険に適切な対応をしていくため、外部研修会等への

派遣または内部講習会等を開催し人材を育成するとともに組織の活性化に努める。 

また、業務・組織体制等においては、ＯＪＴを通じ実務における個別の教育指導を

通じ経験やスキルの習得に努める。 

  

⑹ 予算統制方策 

事業計画及び業務収支予算に基づき、毎月末に資金運用について検討し的確な予算の

執行を行う。また、職員に業務収支執行状況を定期的に周知し、事業計画達成による収

入確保を図るとともに、経費節減と財務の健全化に努める。 

尚、余裕金の運用に当たっては、余裕金運用管理委員会において策定する年間の当該

運用に係る基本方針に基づき、期中の運用状況等を同期開催の理事会に報告しつつ、安

全かつ効率的な運用に努める。 

 

⑺ その他 

全国運動｢未来へつなぐ｣サポート運動の実践による農業保険制度の普及推進、加入

拡大を目指し、次の事項に取り組む。 

① 事業計画の意思統一を図り計画目標達成のため、未加入農家の把握に努め、強力に加

入を推し進める。 

② 広報紙、ホームページ、ＳＮＳ等の手段を使い、組合員に対しＮＯＳＡＩ制度の仕組

み、引受方式、補償の選択内容等の周知に努める。 

③ ネットワーク化情報システムの適正かつ効率的な運用管理に努める。 

④ リスク管理基本方針〈システムリスク〉に基づき、コンピュータシステムの安全稼 

 働に努める。 

⑤ 農業共済新聞新規購読者獲得のために農家訪問時、農業保険と同時推進。また、拠点

方式等の措置も講じて取り組む。 

⑥ 関係機関の情報誌に農業保険ＰＲの掲載を依頼するとともに、各種イベントへも積

極的に参画し制度の普及啓発に取り組む。 

⑦ 共済部長会議等を通じ基礎組織の充実、強化を図る。 

⑧ 共通申請サービス(ｅＭＡＦＦ)利用推進のため、農家に対しｅＭＡＦＦの周知とｇ

ＢｉｚＩＤの取得奨励に努める。 


